
○常陸太田市農産物等販路拡大促進事業補助金交付要項 

平成２７年５月１３日 

告示第４３－１号 

改正 令和４年３月３１日告示第８８号 

改正 令和５年３月３１日告示第７５号 

改正 令和６年３月２９日告示第１１９号 

（目的） 

第１条 この要項は，常陸太田市産の農林水産物及びそれらを活用した加工品

を海外等に販路の拡大を図る者に対して，その事業に要する経費の一部を補

助することにより，市内農林水産業の活性化を図ることを目的とする。 

（対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業は，別表第１に掲げる事業とする。ただし，見本

市等の開催期間については，当該年度（オンラインを含み，見本市等の開始日

が属する年度をいう。）中に終了するものに限る。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者は，別表第１に掲げる補助対象者で，次の各号の

全てに該当する者とする。 

(1) 市内に住所又は活動の拠点を有し，事業に意欲的に取り組む者 

(2) 市税等の滞納がない者（グループの場合はその構成員をいう。） 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，

別表第１に掲げる補助対象事業区分に応じた補助対象経費とするものとする。

ただし，国，県，その他の団体等から補助対象経費に対し補助金その他これ

に類する助成金等を受ける場合においては，当該補助金等相当額は，補助対

象経費としない。 

２ 前項に規定する補助対象経費は，当該年度中に支払いが完了した経費とす

る。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は，補助対象経費の額に別表第１に掲げる補助率を乗じて

得た額（１，０００円未満の端数は,これを切り捨てる。）以内で算定し，予算

の範囲内で交付するものとする。ただし，別表第１に掲げる補助対象事業区

分に応じた限度額とする。 

（補助金の交付申請） 



第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，常陸

太田市農産物等販路拡大促進事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請

書」という。）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければならない。 

(1) 常陸太田市農産物等販路拡大促進事業実施計画書（様式第２号） 

(2) 常陸太田市農産物等販路拡大促進事業収支予算書（様式第３号） 

(3) 会員名簿その他これに類するもの 

（補助金の交付決定の通知） 

第７条 市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容の審査及び

必要に応じて調査を行い，補助金を交付することが適当と認めたときは，補

助金の交付を決定し，常陸太田市農産物等販路拡大促進事業補助金交付（不

交付）決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の変更申請） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は，やむ

を得ない理由により事業を変更又は中止しようとするときは，常陸太田市農

産物等販路拡大促進事業補助金変更（中止）承認申請書（様式第５号）を，市

長に提出しなければならない。ただし，軽微な変更については，この限りでな

い。 

２ 市長は，前項の変更を承認したときは，常陸太田市農産物等販路拡大促進

事業補助金変更・中止承認（不承認）通知書（様式第６号）により，補助事業

者に通知するものとする。 

（補助金の実績報告） 

第９条 補助事業者は，補助対象事業が終了したとき又は当該年度の３月末日

までに，常陸太田市農産物等販路拡大促進事業補助金実績報告書（様式第７

号）を，市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は，前条の規定による報告を受けたときは，当該報告に係る書

類審査及び必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る補助事業の

結果が補助金の交付決定の内容と適合すると認めたときは，交付額を確定し，

常陸太田市農産物等販路拡大促進事業補助金確定通知書（様式第８号）によ

り補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 補助事業者は，前条の規定により補助金の額が確定したときは，当

該確定日から起算して３０日以内に常陸太田市農産物等販路拡大促進事業補



助金交付請求書（様式第９号）により，市長に請求するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第１２条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは，当該

補助事業者に対し補助金の交付決定を取り消し，既に補助金の交付があると

きは，補助金の全額又は一部を返還させるものとする。 

(1) 虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を目的以外に使用したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか，市長が特に認めたとき。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは，常陸

太田市農産物等販路拡大促進事業補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）

により，補助事業者に通知するものとする。 

（その他) 

第１３条 この要項に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は，公布の日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は，令和７年３月３１日限り，その効力を失う。 

（経過措置） 

３ 前項の規定にかかわらず，この告示の失効前に交付決定を受けたものにつ

いては，なお従前の例による。 

附 則 

 この告示は，平成２７年５月１３日から施行する。 

附 則（令和４年告示第８８号） 

 この告示は，公布の日から施行する。 

附 則（令和５年告示第７５号） 

 この告示は，公布の日から施行する。 

附 則（令和６年告示第１１９号） 

 この告示は，令和６年３月３１日から施行する。ただし，別表第１の改正規定

は，令和６年４月１日から施行する。 

  



別表第 1 

１ 補助 対 象 事 業  
２ 補助 対 象 者  ３ 補助 対 象 経 費  ４ 補助 率  ５ 限度 額  

区 分  内 容  
海 外
輸 出
販 路
拡 大
事 業  

海 外 輸 出 に
よ る 販 路 拡
大 を 目 的 と
し て 実 施 す
る 事業  

以 下 の ① か ら ⑤ ま
で の い ず れ か に 該
当 す る 者 で あ っ
て ， 当 該 年 度 に お
い て こ の 補 助 金 を
受 けて い な い 者  
① 認定 農 業 者  
② 農業 法 人  
 農 林 水 産 業 を 営

む 法人  
③ 農 林 水 産 業 者 の

組 織 す る 団 体 ・
グ ルー プ  

④ 常 陸 太 田 市 特 産
品 認 証 要 項 第 ８
条 第 ２ 項 に よ り
認 証 さ れ た 特 産
品 を 生 産 ・ 製 造
す る 生 産 者 又 は
事 業者  

⑤ そ の 他 市 長 が 必
要 と 認 め る 者 又
は 団体  

 
 

【 海 外 ・ 国 内 共
通 】  
見 本 市 等 へ の 出
展 料（ブ ー ス 代 ），
見 本 市 等 の 会 場
設 営費（ 机 ，椅 子
等 のレ ン タ ル 料 ・
ブ ース の 装 飾 代 ・
ブ ー ス に 係 る 電
気 引 き 込 み 代
他 ），運 搬 費（ 商
品 や 資 材 の 運 搬
費 ） 及 び 交 通 費
（ 鉄道 賃 ・ 船 賃 ・
航 空賃・ 車 賃・ 宿
泊 料・有料 道 路 使
用 料他 ）  
 
【 海外 】  
通 訳料 ・ 翻 訳 料 ，
現 地人 件 費（ 販 売
促 進員 等 ），梱 包
費 （ 輸 出 用 の 梱
包 ）， 通 関 費 用 ，
船 積諸 経 費 ，委 託
料（ マ ーケ テ ィ ン
グ 調 査 及 び 輸 出
に 関 す る 対 応 検
討 ，手続 き 代 行 ），
広 告・ 宣 伝 費  
 
そ の 他 市 長 が 必
要 と認 め る 経 費  
 

１ ／２  

５ ０万
円  

国 内
販 路
拡 大
事 業  

国 内 向 け に
販 路 拡 大 を
目 的 と し て
実 施 す る 事
業 （ 県 外 に
限 る）  

２ ０万
円  

オ ン  
ラ イ  
ン 販  
路 拡  
大 事  
業 （  
海 外  
・ 国  
内 ）  

オ ン ラ イ ン
に よ る 販 路
拡 大 を 目 的
と し て 実 施
す る 事 業
（ 海 外 ・ 国
内 共通 ）  

【 海 外 ・ 国 内 共
通 】  
オ ン ラ イ ン で 開
催 さ れ る 見 本 市
等 への 出 展 料・登
録 料・ 掲 載 料 等 ，
出 展 の た め の 環
境 整 備 に 係 る 費
用（ コ ンテ ン ツ 作
成 委託 費・動 画 制
作 委託 費・通 訳 翻
訳 費）  
 
そ の 他 市 長 が 必
要 と認 め る 経 費  

※事業の実施にあたっては，関係団体の支援を得て，目的達成のための検討を

行い，事業の円滑かつ効率的な運営を行うこととする。  

  


